
令和6年死亡災害発生状況（5月末現在）

1 宮 古 整地・運搬・
積込み用機械 その他の食料品製造業 50～99 はさまれ・

巻き込まれ

2 名 護 足場 その他の建築工事業 1～9 墜落・転落

1月中旬

1月中旬

50歳台

20歳台

労働者数
（規模別） 発生状況番号 所轄署 事故の型 起因物 業種別 発生時期 年齢

令和6年業種別署別労働災害発生状況（5月末累計）

令和6年(5月末累計) 令和5年(5月末累計) 局計対令和5年比較

1.　労働者死傷病報告により作成したもの。  4. 交通運輸事業は、鉄道・軌道・水運・航空業、道路旅客運送業を示す。
2.　被災者数の枠の左側（  ）は死亡者数で内数。  5. 陸上貨物運送事業は、道路貨物運送業、その他の運輸交通業及び港湾荷役業を除く貨物取扱業を示す。
3.　｢▽｣は減少を示す。  6. その他の業種は、金融広告業、映画・演劇業、通信業、教育研究、清掃・と畜（ﾋ ﾙ゙ﾒﾝ除く）、官公署、その他の事業を示す。

（注）
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ヤード内において、トラクター・ショベルを運転してサトウキビの運搬作業
を行っていたところ、後進中の同車両に被災者が巻き込まれたもの。

RC造4階建てビルの外壁改修工事のため、躯体周囲において単管足場の組み立
て作業を行っていた。被災者が屋上から足場の階段で階下へ移動する際、高さお
よそ10mの屋上付近の昇降設備から地面へ墜落し、搬送後に死亡したもの。

3 宮 古 足場 10～29 墜落・転落 2月中旬 10歳台 高さ１２．８ｍの外部足場７層目において、幅木の取り付け作業を行ってい
たところ、躯体の反対側から墜落したもの。

沖縄労働局

沖縄労働局（新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害を除く）

鉄骨・鉄筋コンクリート
造家屋建築工事業
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「沖縄県と各都市をつなぐＢｏｄｙＳｈａｒｉｎｇ技術
 体験共有の未来とそのライフスタイル」

特別講演

事例発表 ① 安全関係　拓南製鉄（株）　② 健康経営　琉球製罐（株）

沖縄県産業安全衛生大会沖縄県産業安全衛生大会

（Ｈ2Ｌ，Ｉｎｃ.,ＣＥＯ、琉球大学　工学部　教授）講師 玉城　絵美 氏

会場　ラグナガーデンホテル
令和6年度
10月11日（金） 14：00～10月11日（金） 14：00～10月11日（金） 14：00～

　新たな化学物質規制が導入され、ラベル・ＳＤＳ（安全データシート）の伝達やリスクアセスメント対象物質が
大幅に増加されています（国によるＧＨＳ分類で危険性・有害性が確認された全ての物質が順次対象に追加。ＧＨＳ分類済は約
2,900 物質。）。自律的な管理が今後の規制の基軸となります。
　リスクアセスメント対象物質（Ｒ６ .4.1 時点で 901 物質が義務対象。）については、リスクアセスメントを実施し、
その結果を踏まえ、労働者がリスクアセスメント対象物質にばく露される程度を最小限度（濃度基準値設定物質につ
いては、濃度基準値以下。）にすることが義務付けられています。また、皮膚等障害化学物質（Ｒ６.4.1 時点で 1,064
物質が義務対象。）を製造・取扱う業務に労働者を従事させる場合は、「不浸透性の保護具（化学防護手袋、履物、保護眼鏡等。）
の使用」が義務化されています。
　リスクアセスメント対象物質を製造・取扱い・譲渡提供する事業者は、『化学物質管理者』の選任が令和 6 年
4 月 1 日より義務化されました。選任要件は、化学物質管理に関わる業務を適切に実施できる能力を有する者で、リ
スクアセスメント対象物質の製造事業場は専門的講習の修了者、
取扱い・譲渡提供事業場は、資格要件はありませんが、専門的講
習に準ずる講習の受講が推奨されております。また、「化学物質
管理者」の職務は、危険・有害な化学物質のラベル・ＳＤＳ（安
全データシート）の確認、リスクアセスメントの実施管理、ばく
露防止措置の実施管理等、化学物質の管理に係る技術的事項の管
理となっております。

【新たな化学物質規制】 とは？

職場の化学物質管理総合サイト　ケミサポ
「独立行政法人労働者健康安全機構　労働安全衛生総合研究所
化学物質情報管理研究センター」が運営しています。
「事業者が実施すること」、「なぜ変わるの」。「どう変わるの」、
「お役立ち情報」等について、わかりやすく説明されています。
「ケミサポ」で検索するか右の二次元コードをご利用ください。

SDS及び作業現場の確認 リスクアセスメントの実施 リスク低減措置の実施
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～『化学物質管理者』

 年次有給休暇 を上手に活用し
働き方・休み方を見直しましょう
●「年次有給休暇の計画的付与制度」を
　導入しましょう。
●年次有給休暇付与計画表による個人別付与方式を
　活用すれば休暇の分散化にもつながります。

●働き方・休み方改善ポータルサイト
https://work-holiday.mhlw.go.jp/

年次有給休暇取得促進特設サイト

厚生労働省 都道府県労働局 労働基準監督署

年休取得促進
特設サイト▶
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〇〇株式会社と〇〇労働組合とは、標記に関して次のとおり協定する。 
1　当社の従業員が有する〇〇〇〇年度の年次有給休暇(以下「年休」という。)のうち5日を超える部分については、6日を限度として計画的に付与するものとする。
なお、その有する年休の日数から5日を差し引いた日数が6日に満たないものについては、その不足する日数の限度で特別有給休暇を与える。

2　年休の計画的付与の期間及びその日数は、次のとおりとする。
前期=4月～9月の間で3日間　後期=10月～翌年3月の間で3日間

3　各個人別の年休付与計画表は、各期の期間が始まる2週間前までに会社が作成し、従業員に周知する。
4　各従業員は、年休付与計画の希望表を、所定の様式により、各期の計画付与が始まる1か月前までに、所属課長に提出しなければならない。
5　各課長は、前項の希望表に基づき、各従業員の休暇日を調整し、決定する。 
6　業務遂行上やむを得ない事由のため指定日に出勤を必要とするときは、会社は組合と協議の上、前項に基づき定められた指定日を変更するものとする。
　〇〇〇〇年〇月〇日

年次有給休暇の付与は原則1日単位ですが、労使協定を結べば、年5日の範囲内で、時間単位の取得が可能となります。
労働者の様々な事情に応じた柔軟な働き方・休み方に役立ちます。

〇〇株式会社 代表取締役 〇〇〇〇
〇〇労働組合 執行委員長 〇〇〇〇

労働基準法が改正され、2019年4月から年5日間の年次有給休暇を確実に取得させることが必要となりました。

「年次有給休暇の計画的付与制度」とは、年次有給休暇の付与日数のうち5日を除いた
残りの日数について、労使協定を結べば、計画的に休暇取得日を割り振ることができる制度です。
この制度の導入によって、休暇の取得の確実性が高まり、労働者にとっては予定していた活動が
行いやすく、事業主にとっては計画的な業務運営に役立ちます。

年次有給休暇の計画的付与制度を導入しましょう。

時間単位の年次有給休暇を活用しましょう。

❶日数 付与日数から５日を除いた残りの日数を計画的付与の対象にできます。

年次有給休暇の付与日数が10日の労働者 年次有給休暇の付与日数が20日の労働者

◎前年度取得されずに次年度に繰り越された日数がある場合には、繰り越し分を含めた付与日数から５日を引いた日数を計画的付与の対象とすることができます。

●就業規則や労使協定のモデルは、「年次有給休暇取得促進特設サイト」をご覧ください。

注）時間単位の年次有給休暇の取得分については、確実な取得が必要な 5日間から差し引くことはできません。

例 1 例 2

5日 5日 15日 5日
事業主が計画的に付与できる 労働者が自由に取得できる 事業主が計画的に付与できる 労働者が自由に取得できる

❷活用方法

年次有給休暇の計画的付与に関する労使協定の例（個人別付与方式の場合）

方式 年次有給休暇の付与の方法 適した事業場、活用事例

企業、事業場の実態に合わせたさまざまな付与の方法があります。

全従業員に対して同一の日に付与

班・グループ別に交替で付与

個人別に付与

製造部門など、操業を止めて全従業員を休ませることのできる事業場などで活用

流通・サービス業など、定休日を増やすことが難しい企業、事業場などで活用

年次有給休暇付与計画表により各人の年次有給休暇を指定

一斉付与方式
交替制付与方式
個人別付与方式

〈労使協定で定める事項〉
① 時間単位年休の対象労働者の範囲
　  対象となる労働者の範囲を定めてください。一部の者を対象外と  
　  する場合には、「事業の正常な運営を妨げる場合」 に限られます。
② 時間単位年休の日数
　  １年５日以内の範囲で定めてください。

③ 時間単位年休１日分の時間数
　  １日分の年次有給休暇が何時間分の時間単位年休に相当するかを定めて
　  ください。１時間に満たない端数がある場合は時間単位に切り上げてく
　  ださい。（例）所定労働時間が１日７時間30分の場合は８時間となります。
④ １時間以外の時間を単位として与える場合の時間数
　  ２時間単位など１日の所定労働時間数を上回らない整数の時間単位を
　  定めてください。

 年次有給休暇 を上手に活用し
働き方・休み方を見直しましょう
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